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1790 ‒ 1800 年代イギリス領西インド植民地における黒人兵登用問題 
―本国・植民地関係に着目して― 

 
The Recruitment of Black Soldiers in the British West Indian Colonies, 1790s-1800s 

Examining the Metropole-Colony Relationship 
 

森井一真* 
Kazuma Morii 

 
Abstract 

During the late eighteenth and early nineteenth centuries, the British West Indies faced 
intense pressure for reforms. The political upheavals of the French Revolution in Europe and the 
Haitian Revolution in the Caribbean strongly required the elites of the British government and the 
British West Indies to take action to secure their territory and social stability of home and the 
colonies. The French colonies abolished slavery under the revolutionary government, which deeply 
concerned the elites in the British West Indies. They were keen on maintaining social order and 
the economic system based on slavery, as the colonies had an unusual social structure in which a 
few white elites governed a large population of enslaved black or coloured individuals. 

This paper reconsiders the relationship between the British home and its West Indies between 
the 1790s and the 1800s. It focuses on two key reforms implemented by the British government 
during this time: the gradual abolition of the slave trade and the recruitment of black soldiers in 
the West Indies regiments. While previous research has emphasized the conflict between the 
British government and the interests of the West Indian colonies, this study shows that the elites 
in the West Indies maintained relatively positive relations with the home government despite their 
strong opposition to arming the black population. 

Although the recruitment of black soldiers was a strategic military move from the perspective 
of the British government, this move was deeply controversial for the colonial elites in the West 
Indies. They regarded it as a potential threat of uprisings among the enslaved population and as 
potentially destabilizing for a society built on the subjugation of enslaved Africans. However, the 
strong opposition from local colonial elites should be understood more nuancedly. The 
policymakers in recruiting black soldiers also promoted the gradual abolition of the slave trade. 
They did not intend to damage the West Indies society but tried to keep the prosperity of the British 
West Indies as much as possible. The case study of the upheaval of black soldiers in British 
Dominica illustrates that the metropolitan and the colonial governments maintained cooperation 
despite the conflict between them. 

By examining the process and results of establishing the West Indies regiment and the gradual 
abolition of the slave trade, this paper illustrates how the British government introduced new 
policies while maintaining relations between the home and the colonies. Despite significant 
opposition from the colonies and the British government's policy failure to the uprising of black 
soldiers, home-colonial relations were kept in a complex and often contentious way during the 
period. 
 
Keywords: イギリス帝国、イギリス領西インド植民地、改革の時代、西インド連隊、黒人兵
登用、漸進的奴隷貿易廃止 
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Ⅰ はじめに 
 

18 世紀末から 19 世紀初頭は、イギリスとその植民地の社会にとって、変化の時代であった。
本国では、選挙法改正に代表されるように、規制を緩和し、「自由」な社会を目指す改革が支
持されていった。植民地においても、社会の変化は避けられなくなっていた。なかでも、18 世
紀に繁栄したカリブ海のイギリス領植民地（以下、イギリス領西インド植民地）は、国際情勢
の変化の影響を強く受けた地域のひとつであった。 
ヨーロッパで勃発したフランス革命に連動して、カリブ海のフランス領サン゠ドマングでは、
奴隷の蜂起に始まる激しい戦闘の末、「黒人による共和国」ハイチが独立した(1)。ラテンアメリ
カのスペイン領植民地の多くも、19世紀前半につぎつぎと独立した(2)。これらの地域に隣接する
イギリス領植民地でも、従来の社会が維持される保障はなかった。1807 年には、イギリス帝国
内の奴隷貿易が、1833 年には、イギリス帝国内の奴隷制が廃止された。プランターたちは、奴
隷貿易廃止によって、それまで西アフリカから輸送されていた奴隷を獲得することができなく
なった。さらに、奴隷制廃止によって、奴隷の労働力を用いたプランテーション経営を継続で
きなくなった。18 世紀後半のイギリス領西インド植民地は、奴隷制プランテーションで砂糖を
大量生産することで、経済的な繁栄を極めていた。それを支えるシステムが変化していったの
である。 
こうした変化の時期に、西インド植民地を対象とする改革は、本国・植民地のあいだでどの
ように受け止められ、実践されていったのであろうか。この時期、イギリス本国と西インド植
民地のあいだには、ふたつの懸案事項があった。ひとつは、奴隷の労働に依存する奴隷制プラ
ンテーションをどのように扱うかをめぐる問題であった。それと同時に、本国でも西インドで
も為政者を悩ませたのが、イギリス領西インド植民地をどのようにして防衛するかをめぐる課
題であった。本稿は、これらふたつの課題を切り口に、この問題を検討する。 
イギリスにおける奴隷貿易廃止と西インド植民地での黒人兵の登用は、変革の前半期である

1787-1807 年に生じた。一般に、19 世紀前半に追究された改革は、「自由」を旗印に、18 世紀
に形成された社会制度の廃止・改変を求めるものであった。ただし、改革は必ずしも抜本的な
ものではなかった(3)。後述するように、この時期の植民地改革を扱う研究は、本国・植民地の対
立を強調する傾向にある。本国が立案する急進的な改革に対して、植民地のエリートたちが反
対したことが重視されてきた。実際に、植民地エリートたちの反対・抵抗は、イギリス領植民
地の多くの地域でみられる。しかし、1830 年代より早い時期には、本国でも、西インド植民地
でも、急激な改革ではなく、漸進的な改良を求めるひとびとがマジョリティであった。奴隷貿
易廃止も、黒人兵の登用も、この時期に起こった。漸進的な改良が求められた移行期に、どの
ように改革が受容されたのであろうか。ここに本稿の関心はある。 
黒人兵の登用は、当時の国際情勢と密接に連関している。1791年 8月 22日、フランス領サン
゠ドマング（現在のハイチ）で黒人奴隷蜂起がおこった。ハイチ革命の始まりであった。8月24
日には、総督ブランシェランドがスペイン領サント゠ドミンゴ、アメリカ合衆国、イギリス領
ジャマイカに援助を要請した(4)。ジャマイカからの危機を知らせる便りを受け、イギリス本国で
は、西インド植民地の防衛力強化が課題となった。その方策として議論されたのが、西インド
の各イギリス領植民地に新たに歩兵連隊を新設する案であった。その案は実際に実行に移され、
1795年から創設された連隊は、しばしば西インド連隊（The West India Regiments）と呼ばれる。 
西インド連隊は、単なる植民地防衛の問題を超えて、当時から注目され、いまなお研究対象
とされている。多くの場合、奴隷であった黒人が兵士として登用され、一種の奴隷解放の側面
を持っていたためである。西インド連隊への黒人兵登用問題を先駆的に研究したロジャー・ノ
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ーマン・バクリーは、イギリス帝国における軍隊の「アフリカ化」の先駆的な例として、西イ
ンドにおける黒人兵の登用を位置づけ、その過程を分析している。バクリーの整理によれば、
当初は内務大臣として、のちに陸軍大臣としてこの問題に取り組んだヘンリー・ダンダスを中
心に、本国と植民地、行政と軍隊のあいだで複雑な折衝が繰り返された。18 世紀末から 19 世紀
初頭には、本国が植民地に対して介入的な姿勢をとるようになったと考えられてきた。バクリ
ーは、西インド連隊創設問題もその例として理解できるとする(5)。近年では、デイヴィッド・ラ
ンバートが中心となって、西インド歩兵連隊の経験を、イギリス軍における黒人兵利用の歴史
のなかに位置づける研究が進展している(6)。ランバートも、同様に、本国の介入的な政策に対す
る植民地の強い反発に光を当てる。彼は、政治的・法的な対立だけでなく、植民地在住者のア
フリカ出身者がどう表象されたかに着目して、植民地居住者の反発を一層浮き彫りにした(7)。 
他方、奴隷貿易廃止に関する近年の研究は、1807 年に奴隷貿易が廃止される以前、とくに

1790 年代に、奴隷貿易の「漸進的」廃止が決定されたことに着目するようになっている。1792
年の本国議会は、「漸進的」奴隷貿易廃止法案を可決している。しかし、結局、実質的に奴隷
貿易は当面存続し、本格的な廃止は、1806 年を待たなければならなかった。バクリーは、奴隷
貿易廃止が遅れたことと黒人兵登用問題は、密接に連関したと推測する。 

 
内閣の主要なアボリショニスト―ピット、グレンヴィル、ウィンダムと、主要な反アボリ
ショニスト―ポートランドとダンダスは、おそらく 1795 年末までに、西インド連隊を募集
するために奴隷貿易を利用するという合意に達していた。この決定は関係者全員の当面の
利益を満足させるものであった。アボリションに反対する人々にとっては、奴隷貿易の継
続を認めるものであった。アボリショニストであれ反アボリショニストであれ、戦争指導
に責任を負うものにとっては、西インド諸島での戦争を全面的に成功させ、他の作戦地域
での戦争をその後成功させる機会を与えるものであった(8)。 

 
ただ、バクリーは、ダンダスを奴隷貿易廃止反対派として整理し、ダンダスが「漸進的」奴
隷貿易廃止を主導したことには着目しない。第 2節で検討するように、たしかにダンダスは、奴
隷貿易を実質的に存続させており、奴隷貿易廃止を積極的には推進しなかった。しかし、彼は、
奴隷貿易の「漸進的」廃止は推進していた。バクリーの見立てでは、ダンダスの「漸進的」奴
隷貿易廃止論は、黒人兵の供給源を確保するという軍事的な目的のための手段であったことに
なる。しかし、ダンダスが奴隷貿易廃止法案に「漸進的」の語を追加した 1792 年には、まだ黒
人兵登用は、本格的には議論されていない(9)。それを考慮すると、「漸進的」奴隷貿易廃止と黒
人兵の登用は、軍事的合理性の追求の観点のみから捉えるのではなく、フランス革命・ハイチ
革命下の本国・植民地関係の維持という観点から理解することができるのではないだろうか。 
奴隷貿易の廃止と黒人兵を登用した歩兵部隊、西インド連隊の創設、いずれも、18 世紀のイ
ギリス領西インド植民地社会に変化を迫るものであった。前述したように、奴隷貿易が廃止さ
れると、奴隷の大量購入によって劣悪な環境での労働力を確保するプランテーション経営はた
ちゆかなくなる。イギリスにおける奴隷貿易廃止は、本国議会の立法によって実現した。それ
に対して、西インド植民地のプランターたちが抵抗したことは、容易に想像されることである。
また、黒人の歩兵への登用は、プランターたちにとって難点の多い計画であった。黒人に武器
を与え、訓練を施すと、白人プランターを頂点とする社会秩序を破壊するかもしれない。プラ
ンターたちは、このような懸念をしばしば表明している(10)。 

1790年代から 1800年代にかけて、「漸進的改良」を主張することは、単なるレトリックを超
えて意味を持った。植民地在住のプランターたちと本国の対立は、19 世紀中葉にかけて本格化
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していく(11)。しかし、奴隷貿易廃止がまだ実現していなかった 1800 年代には、改革の方向性は
明確ではなく、本国の政府と現地のプランターたちは、ある部分では対立しつつ、別の部分で
は協調して、急変する情勢に対応しようとしていた。たとえば、奴隷貿易廃止は、実に 20 年に
わたる攻防の末に実現した。その間、奴隷貿易を即時廃止するのではなく、漸進的に廃止しよ
うとする立場が広く支持されていた。一般に、プランターたちの「抵抗」によって、奴隷貿易
廃止が遅延したと考えられるが、本稿は、漸進的な奴隷貿易廃止を支持した人々によって、奴
隷貿易廃止が徐々に実現したとの立場に立つ。漸進的な改革を求めることは、奴隷貿易廃止が
議論された 1790 – 1800年代のマジョリティだったのである。 
プランターたちは、18 世紀末にはすでに情勢の変化に直面していた。イギリス本国では、

1787 年にロンドン奴隷貿易廃止協会が結成されたことをひとつの契機として、奴隷貿易を批判
する議論が本格化した(12)。1789 年には、本国下院に奴隷貿易廃止を求める請願が提出される。
西インドに関係する商人やプランターらで構成される委員会（西インド委員会）が中心となっ
て、これに対抗した(13)。奴隷貿易廃止をめぐる対立を概観する場合、奴隷貿易廃止を求める
人々の運動に対して、経済的な利害関係者が抵抗したとの図式が一定程度成立する。 
この研究は、奴隷貿易廃止期の本国・西インド植民地関係をめぐる研究史のなかにも位置づ
けられる。イギリス本国・植民地間の対立に関する研究は、ひとつには、アメリカ独立戦争へ
の関心から 1760年代以前を対象に蓄積されている。また他方で、19世紀前半の自由主義と帝国
のつながりへの関心から 1810年代以降を対象にした研究も蓄積されている。18世紀後半、南北
アメリカに広がるイギリス領植民地と本国が対立したことはよく知られる。とりわけ、各植民
地の下院（Assembly、以下、評議会）と本国のあいだには緊張関係があった。植民地評議会は、
18 世紀を通じて徐々に、現地の問題を自らコントロールするようになり、植民地内でも、帝国
全体のなかでも、政治的権力を固めた。18 世紀後半になると、本国は南北アメリカ大陸の植民
地へ統制を強めようとする。これは、植民地評議会のメンバーにとって、評議会が獲得してき
た特権の侵害ととらえられ、アメリカ独立戦争もこの文脈のうえで生じたものであった(14)。ま
た、1810 年代以降になると、東インド会社の統治領域でも、本国（あるいは、その支持を受け
た総督）と現地の官僚のあいだで衝突が頻発した(15)。 
奴隷貿易・奴隷制廃止についても、植民地現地のプランターは、本国からの抑圧と理解する
ことがあった(16)。1770 年代からジャマイカでは、本国での奴隷制批判の高まりに対して、すで
に警戒が高まっていた(17)。そのきっかけになったのは、1772 年のサマセット事件である。イギ
リス本国に連れてきた奴隷の逃亡に際して、彼の所有権をめぐる裁判が行われた。裁判所は、
その奴隷はもとの所有者の所有物ではないとの判決を下した。この判決をきっかけに、奴隷の
存在が認められていないとイギリス本国では認識されることが増えていった(18)。サマセット事
件を通じて、イギリス本国で奴隷所有に法的根拠がないことが明らかになっても、ジャマイカ
のプランターたちはその影響を過小評価していたとされる。しかし、徐々に西インド植民地の
関係者は、奴隷制維持のためにロビー活動を強化していった。それとともに、本国政府による
改革と西インド利害関係者が対立する構図が形成されるようになる。 
ただし、本国政府と西インド植民地が決定的に対立したわけではなかった。対立の構図が明
確になるのは、1830 年代に奴隷制の廃止が現実味を帯びてからであった。その時期になっても
なお、西インド植民地の利害は、本国政府によって一定程度保障されていた。 
とくに、1790年代から 1800年代にかけての時期には、イギリス政府と西インド植民地は一定
の協力関係にあったとも評価しうる。この時期、フランス革命・ハイチ革命が起こり、イギリ
ス社会全体が保守化したことは、その背景として重要である。イギリス領西インド植民地の社
会も、フランス革命やハイチ革命による国際情勢の激変にも対応しなければならなかった。
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1794 年には、フランス革命政府がフランス領で奴隷制を廃止した。イギリスは、急進的なフラ
ンス革命政府と交戦状況に入り、これまでの西インド植民地社会の維持を試みたのである。 
それでも本国と植民地が対立した事例もある。1791 年ごろに、本国はイギリス領西インド植
民地に歩兵連隊を新設する計画を立て、そこに黒人兵を登用しようとした。西インド歩兵連隊
への黒人兵登用問題は、1790年代から 1800年代の本国と西インド植民地との対立点となった。 
漸進的奴隷貿易廃止は、西インド植民地の状況を踏まえて、奴隷貿易が廃止されても社会を
維持できるように時間的余裕を与えるものであった。他方、黒人兵登用は、西インド植民地の
防衛を目指すものではあるが、社会秩序の維持には不安を与えるものであった。これら異なる
方向を向く政策の決定過程を分析することで、本稿は、この時期の本国・植民地が、決定的な
対立に至っていなかったことを指摘する。 
アメリカ独立戦争に至る 1760年代と自由主義的改革が進む 1830年代と比べると、1790年代
から 1800 年代の時期を対象に本国・西インド植民地の対立を扱う研究は相対的に少ない。しか
し、本国・植民地のあいだに、ゆるやかな変化を求める言説がひろがっていたとすると、それ
がどのように分布したのか、そして本国と植民地の関係がどのようになっていたのかを理解す
ることがまず重要になる。 

 
Ⅱ 1790年代の「漸進的」奴隷貿易廃止にみるイギリス本国・西インド植民地の協調 

 
そのための方法として、奴隷貿易の漸進的廃止が本国・西インド植民地それぞれでどのよう
に議論されたかを検討しよう。奴隷貿易の漸進的廃止を主張した政治家のつながりをたどると、
本国と西インド植民地のあいだの協調関係がみえてくる。 
奴隷貿易廃止は、1788年から 1807年まで、下院で議論された。議論の過程は、大きく 5段階
に区分される。第一の時期は 1780 年代末で、議会外で行われた奴隷貿易廃止の議論が議会内に
導入された時期である。第二の時期は 1790 年代で、この時期には奴隷貿易廃止推進派が議論を
リードし、一度は貿易廃止が実現しそうになった。しかし、この段階では実現せず、第三の時
期（1800–1803年）には、議論が停滞する。第四の時期は 1804-5年で、議論が再開され、第五
の時期（1806–7年）に貿易廃止がついに実現した。 
このうち、第二の時期の奴隷貿易廃止の議論を決定づけたのが、ヘンリー・ダンダスである。

1792 年 4 月 2 日、奴隷貿易廃止を推進した下院議員、ウィリアム・ウィルバーフォースが、奴
隷貿易廃止法案を下院に提出した。この法案は一度可決され、そのままであれば、1790 年代に
奴隷貿易が廃止された可能性があった。しかし、審議過程で法案に「漸進的」の一語が追加さ
れた。この修正のために、奴隷貿易廃止の最終決定は持ち越され、1796 年に再度行われた投票
で廃案となった。実質的に、「漸進的」の一語を追加したことで、1790 年代の廃止がとん挫し
たこととなる。ダンダスは、ピット政権の内務大臣として、この修正を主導した(19)。 
ダンダスは、スコットランドに強い影響力を持ち、スコットランドの支持を取り付けること
で、小ピット政権に協力した人物である。アメリカ独立戦争が終結した 1783年、1780年に先に
入閣していた小ピット（William Pitt, the Younger）によって政権の要職へと引き立てられた。
1790年にはエディンバラ選挙区で当選を果たし、1791年には内務大臣に、1793年にはインド担
当部局長に、1794 年には陸軍大臣に任命された。1796 年の総選挙では圧倒的な勝利を収めて、
18 世紀末の植民地政策に強い影響力を及ぼした(20)。近年ではとくにスコットランド史の文脈で、
ダンダスが奴隷貿易の延命に力を貸したことが注目され、研究が進展している(21)。ダンダスが
「漸進的」の語を追加した意図には議論がある(22)。 
ただ、ダンダスの行動は、西インド植民地の関係者から支持されている。西インド植民地関
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係者からダンダスに送られた手紙には、ダンダスの行動が急進的でないことが、しばしば高く
評価された。たとえば、トバゴの植民地エージェントであった J. ピートリーは、ダンダスに個
人的に手紙を送り、ダンダスの「漸進的」奴隷貿易廃止の主張を、急進的な変化に対抗するよ
すがとして支持し、感謝を示している。 

 
政治的視野がなんらかの出来事によって大きく変化するとき、革新と変化という大胆で
危険な変化（a daring and dangerous shift of innovation & change）が人間の心を掌握してい
るとき、一般の人々が、慣習的な関係（the customary relations）、すなわち古くから社会
のなかで人々を結び付けてきたつながりを無にしようとする傾向にあるとき、空虚で軽率
な理論が常識や経験（common sense and experience）に取って代わろうとしているとき、
秩序・従属・平穏を求める人々にとって、あなたのような、しっかりした、人間らしく、
忍耐強い精神の持ち主が政府の舵取り役の近くにいることは、どんな慰めになることでし
ょう。…… 
ともあれ、この手紙の目的は、下院で長い間議論されてきた、そしてもしそれが実行に
移されたならば西インド植民地に必然的な破滅をもたらしたであろう法案に、あなたが着
実かつ効果的に反対してくださったことに、特に感謝申し上げることです。(23) 

 
イギリス史では、18世紀末から 19世紀前半を「改革の時代」と呼ぶことがある。（第 1次）
選挙法改正（1832年）に代表される政治・社会改革が 1830年前後に集中することから、「改革
の時代」の焦点は 19世紀前半に当てられる傾向にあるものの、1780年代から「改革」機運が高
まっていた。ただし、1780年代から 1830年代まで、「改革」機運が直線的に高まったわけでは
なかった。1789 年、フランス革命が勃発すると、イギリス社会は全体として保守化した。「改
革」を求める際にも、暴動や反乱と区別することが重要になる。ジョアンナ・イニスは、その
時期によく行われた改革の正当化の論理を、次の 3点に整理している。第一に、「現実的である
こと」「経験にもとづいていること」、第二に、「ゆるやかな改良であること」、第三に「古
来の国制への復古であること」を主張することで、改革が急進的でないことを示そうとした(24)。 
これら三つは厳密に区別されるわけではないが、「漸進的改革（改良）」を支持する言説が
支持された一端は、トバゴのエージェントの手紙からも見て取れる。「改革」支持者ではなか
ったトバゴのエージェントは、ダンダスへ送った手紙で、「改革」が急進的であることを否定
的に評価し、漸進的な改革案を提案したダンダスを賞賛している。奴隷貿易を「漸進的」に廃
止するとの文言を法案に含めたことで、多様な目的を持つひとびとの広範な支持を得ることが
できた。結果的に奴隷貿易廃止実現の時期が遅れることになったものの、「漸進的改革」とい
う表現は、奴隷貿易廃止を遅らせるための単なるレトリックとして理解するのではなく、意見
の対立を超えて、多様なひとびとの支持を得るためのレトリックとして理解するほうが、当時
の状況に即している。 
ダンダスの漸進的廃止は、西インド植民地のプランターやそのエージェントたちから支持さ
れた。奴隷貿易廃止を主導したウィリアム・ウィルバーフォースは、ダンダスの漸進的廃止論
がプランターたちを利していることに苦言を呈する手紙を送っている(25)。しかし、ダンダス自
身は、どのように考えていたのであろうか。下院でダンダスが示したところによると、彼の基
本的なスタンスは、奴隷貿易廃止の時期を遅らせたい西インド植民地の関係者と、早期に廃止
したい廃止論者の間でバランスを取り、すべての関係者に公平な解決策を示すというものであ
った(26)。ダンダスの言葉をそのままに受け取ることには慎重である必要がある。奴隷貿易廃止
については、ダンダスの行動は、たしかに西インド植民地に有利なものであった。しかし、そ
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れでも彼自身が西インド植民地の利害関係者に肩入れしたわけではなかった。そのことは、同
時期に展開した黒人兵登用問題を検討すると、いっそう明らかになる。 

 
III 西インド連隊への黒人兵登用問題 

 
ジャマイカは、フランス領サン=ドマングがあるエスパニョーラ島と海を挟んで向かいに位置
する。イギリス植民地省に 1791年 11月 14日に送られた報告によると、サン=ドマングで奴隷蜂
起がおこったあと、エスパニョーラ島からジャマイカに、「フランス国王に帰属する」船が、
「200人の男性、黒人、および有色人」を伴って、逃亡してきた。ジャマイカ評議会は議員の連
名でイギリス本国に対して緊急事態に早急に対応するよう求めている(27)。1793 年になると、イ
ギリスは革命中のフランスと交戦状態に入る。1793 年 5 月にはイギリス軍がフランス領マルチ
ニックを攻撃し、9 月 19 日には現地の白人の要請を受け、サン゠ドマングに上陸し、一部を占
領した。それに先立つ、2月 3日（3月 23日到着）には、イギリス本国にサン゠ドマングの状況
を報告する書簡が送られている。 
黒人を軍に登用するアイデアは 18 世紀末になると徐々に共有されたが、西インド連隊創設の
きっかけとなったのは、フランス革命とハイチ革命であった。イギリスはフランス本国に対し
ても、フランス領西インド植民地に対しても、軍事的に対応する必要に迫られた。1793 年、イ
ギリスはフランス領西インド植民地への侵攻を開始したものの、勝利は決定的なものにはなら
ず、1794年以降、陸軍大臣となったダンダスが、西インドの軍備強化を計画した。 
その際、黒人の登用が画策された。バクリーは、その背景として、第一に東インドでも現地
での兵士徴募が一般的になりつつあったこと(28)、第二に黒人が黄熱病に対して免疫を持つこと
が 1790 年代初頭には共通認識となっていたことを挙げる(29)。また、フランスでも黒人兵登用が
進んでおり、白人だけでイギリス領西インド植民地を防衛することは困難であった(30)。ジャマ
イカから本国に送られた 1793年 3月 9日付書簡にも、フランス領サン゠ドマングに黒人兵が登
用されていることが報告されている(31)。1793 年 11 月から 1794 年にかけて、チャールズ・グレ
イの指揮でフランス領西インド植民地への攻撃が行われた。1794 年 3 月にはマルティニークが
陥落し、4月にはセントルシア、グアドループなどを占領した(32)。占領地の防衛を担ったグレイ
は、西インド植民地の防衛強化が急務であると本国のダンダスに訴えた。増援を受けない限り、
征服したフランス領植民地は失われる危険があると 1794年 6月中旬から 7月にかけて、グレイ
はダンダスに報告している(33)。グレイはその後辞任するものの、1795 年 4 月、後任としてウィ
ンドワード諸島の陸軍総司令官に任命されたジョン・ヴォーン（Sir John Vaughan）とジャマイ
カ総督・アダム・ウィリアムソンに、ダンダスは黒人と有色自由人による正規軍を創設する権
限を与えた。西インド植民地へ赴任するイギリス軍将校は、現地の感染症に対応するために黒
人を利用するように指示を受け、兵士の確保に努めた(34)。 
西インド連隊の創設をめぐって、ダンダスは、当初は内務相、のちに陸軍相の立場から、ジ
ョン・ヴォーン（General Sir John Vaughan）ら現地の将校、ウィリアムソンら西インド植民地
の各総督、本国ではヨーク公など植民地政策を立案する政治家のあいだで、折衝を重ねた。現
地に派遣された総督も、積極的に情報を本国に送った。現地の総督が黒人兵登用に積極的なケ
ースもあった。たとえば、ドミニカの総督を務めるアレクサンダー・コクレン・ジョーンスト
ーンは、1796年 4月 16日、年末にかけてフランス領トリニダードへ遠征予定のラーフ・アバー
コンビー（Sir Ralph Abercromby）に次のような書簡を送り、黒人兵の有用性を説きつつ、予算
措置を依頼している。 
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新鮮な肉、ワイン、紅茶、医療部門を供給するためにイギリスの兵士にかかる費用は、
政府にとって非常に大きなものです。それに対して、黒人はほとんど病気にならないし、
塩の配給を一番好みます。…… 
（黒人兵部隊は）労働に慣れており、日差しや雨の影響に傷つくことなく耐えることが
でき、この気候の中で疲労を伴う任務に就いたヨーロッパ人の部隊を急速に衰弱させる熱
病や発疹にかかることは、たとえあったとしてもほとんどありません。そのため、各植民
地の防衛に不可欠な役割を果たすだけでなく、現在では部隊自身や、その目的のために雇
われた黒人によって行われているようなさまざまな労働にときには従事することもありま
す。現在、船員によって行われている海軍船舶の薪割りや水撒き作業も、各島にこの種の
部隊が設置されれば、（黒人兵部隊が）行い、船内の疾病を大幅に防ぐことができるでし
ょう。というのも、この気候で船員がかかる熱病のほとんどは、上記のような業務でかか
ることが、経験上よく分かっているからです。…… 
私が閣下に提出した、この島で黒人兵団を維持する多くの利点にご納得いただき、現在
の兵団を増強する方便を採用していただけましたら、また、その件に関して閣下の命令を
受けるのでありましたら、閣下の後援のもと公務を促進するために、私の能力の及ぶ限り
個人的な出費や労力を惜しみません。(35) 

 
コクレン・ジョーンストーンは、同じ書簡で、在地プランターたちから支持が得られたとす
る。しかし、西インド連隊への黒人兵登用問題は、全体として、本国政府と西インドに居住す
るプランターたちの対立点となった。とりわけ、現地の白人定住者が、西インド連隊での黒人
兵の登用に強く反発した。ジャマイカでは、1795 年に西インド連隊創設が決定したのち、1797
年から 1798 年にかけて、黒人兵登用に対する強い抵抗が行われた(36)。白人が少数の社会で、黒
人を兵士として訓練することは、奴隷反乱を誘発するおそれがあると考えられたからである。
バクリーは、本国側がときに譲歩しつつ、西インド連隊をジャマイカでも確立しようとする過
程を検討している。 
本国政府と植民地評議会のあいだの対立にくわえて、不在プランターと在地プランターの対
立も深刻であった。ランバートによれば、黒人の歩兵への登用は、ロンドンの不在地主から一
定の支持を得た。また、バクリーは、軍のなかでも黒人兵登用を論じるにあたって、将校が西
インド現地におらず、本国から指揮を執ったことが対立を引き起こしたことを指摘する(37)。 
西インド連隊の創設には、ダンダスの影響を受けた将校、政治家が一定数関与していた。彼
らは、奴隷貿易に関しては、貿易を継続しようとした点で西インドの白人社会に対して友好的
であった。しかし、西インド連隊の問題においては対立的であった。ダンダスの立案に従った
ためである。ダンダスは、西インドの利害を考えていなかったわけではなかった。アダム・ウ
ィリアムソン総督らは、黒人兵を登用するのと引き換えに、退役後の自由を保障できるように
求めた。しかし、ダンダスは、ジャマイカの評議会などからの要求を勘案して、奴隷の解放は
許可しなかった。 
現地社会の懸念は、早くも 1802年に現実のものとなった。1802年 4月、ドミニカに駐留した
第 8連隊で黒人兵の反乱が起こった。その後も、1808年にジャマイカで、1837年にトリニダー
ドで、黒人兵の反乱が起こった。これらの反乱自体はすぐに鎮圧されたが、西インドに住む白
人定住者の懸念は、十分現実的なものであったと言える。 

1802 年の黒人兵反乱は、植民地現地と本国の対立の構図が、一時的にではあるが、実際の政
治的な課題として現れる契機となった。この反乱の後、コクレン・ジョーンストーンはドミニ
カ総督を解任される。彼の解任劇は、それに政府高官がかかわったことで、本国でも社会的な
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関心を呼ぶこととなる。コクレンは、エディンバラで生まれ、ヘンリー・ダンダスの支援を得
て、若くして陸軍で昇進を重ねた、ダンダスの影響下にいる軍人であった。1793 年には、結婚
により、ダンダスと姻戚関係を結んでいる。1797 年にはダンダスの任命でドミニカ総督に就任
する。翌年、ドミニカに駐留する第 8西インド歩兵連隊の大佐となる。 
こうした強いダンダスとのコネクションがあったにもかかわらず、1802 年に黒人兵の反乱が
起こると、事態の責任はコクレンが負うことになった。ドミニカ評議会は、コクレンの召喚を
求める請願を行い、1803 年には総督辞任に追い込まれる(38)。コクレンの現地での評価は高くな
かったようである。西インド各地を旅行した人物が 1803 年に刊行した旅行記には、コクレンの
総督としての統治が不適切であったと考えられていると脚注に記されている。黒人兵の反乱は、
植民地社会にとって大きな恐怖であったために、こうした評価が下されていたのか、それ以前
からコクレンの統治に不平が溜まっていたかは、明らかでない。しかし、現地社会の不安が現
実のものとなった以上、黒人兵登用を推進したコクレンに非難が集まるのは当然のことであっ
た。 
植民地現地ではコクレンが責任を負う形になったが、事態は彼の辞任だけでは収まらなかっ
た。一般軍法会議（General Court Martial）が開かれ、第 8連隊所属のジョン・ゴードンが、黒
人兵の反乱に直接責任を追っていたため、責任を問われた。しかし、ゴードンは、コクレン自
身の行動に問題があったと訴えを起こし、コクレン自身が軍法会議にかけられることになる。
裁判では、コクレンが黒人兵を奴隷のように扱ったこと、植民地での金銭の使途が不明瞭で私
腹を肥やした疑いがあること、植民地での密輸に関与した疑いがあることなどが争われた。コ
クレンにとって幸いなことに、過失は部分的に認められつつも、最終的には無罪放免の決定が
なされた(39)。 
しかし、軍法会議にかけられることをコクレンに直接伝達したヨーク公によって、事態はさ
らなる展開をみる。この裁判結果にヨーク公が満足せず、黒人兵の反乱以前、コクレンに予定
されていたはずの数々の昇進を阻止した。コクレンは、自らの行動を弁護するパンフレットを、
1805 年に出版した (40)。そこでは、裁判のあらましと、特に軍法会議を担当した法務総監
（Judge Advocate-General）との書簡のやり取りが公開され、現在の軍法会議の運用への不満が
示されている。さらに、1807 年には、自身の無実を主張する請願を下院に提出しようと試みた。 
当時、下院議員ではなかったコクレンは、請願を提出してくれる協力者を探し、200名ほどの
議員に声をかけたとされる(41)。しかし、協力はほとんど得られず、当時穀物法改正に尽力して
いた議員、サミュエル・ウィットブレッドだけが協力した(42)。1807年 3月 10日、奴隷貿易廃止
法案可決の 4日後に、ウィットブレッドはコクレンによる請願を下院に提出をした。コクレンの
個人的な昇進に関しては、下院で議論するべき事案ではないとされ、請願に呼応した議論は続
かなかった。ただし、軍法会議が公平に行われていないことは問題視された。改革派の下院議
員、ウィリアム・ヘンリー・リッテルトンによって、1808 年 6 月 3 日、軍法会議改革が提起さ
れるに至った。それでも、陸軍事務長官であったフィッツパトリックから、法務総監の権限に
一定の制限を設けるという答弁を引き出すにとどまった。リッテルトンの提案は、王室権限に
抵触すると指摘されたため、撤回された(43)。 
ここで協力を要請した 200 名の議員が誰であったかは、あきらかではない。彼のバイオグラ
フィーに登場する政治家の多くが、スコットランド出身者であり、当時のスコットランド出身
者がスコットランドで形成されたつながりを、しばしば活用したことを考えると、協力の依頼
先はスコットランド選出の議員が多かったことが想定される(44)。実際、前述の通り、ウィット
ブレッドを介して提出した請願は、下院で真剣に取り上げられなかった。結局、本国で黒人兵
登用にかかわった政治家は、この事件をコクレン・ジョーンストーン個人の責任として処理し
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ようとしたようである。 
他方、議会の外では、この事件は、ヨーク公のスキャンダルとして受け止められた。最終的
に軍事法廷で無罪であったにもかかわらず、コクレンが昇進できないという状況に、人々は関
心を寄せた。1806 年には、急進派ウィリアム・コベットが発行する Cobbett’s Weekly Register
で、コクレンの裁判についての記事が連載された。その記事は、コクレンに同情的で、昇進を
阻止しているとされたヨーク公の腐敗を批判している(45)。これは、ヨーク公と、その兄弟であ
るケント公の対立の構図の中に位置付けられ、コクレンの裁判は、政府の「腐敗」批判の一つ
として用いられたのであった(46)。 
しかし、コクレン自身が急進派から直接支援を受けたわけではなかった。同時期に、コクレ
ンの甥で著名な海軍軍人であったトマス・コクレンは、選挙の際に急進派の支援を受けたこと
が知られている(47)。コクレンも、甥の選挙を手伝っているため、面識はあった可能性はあるが、
少なくともバイオグラフィー上では明確なつながりは指摘されず、急進派の評伝にもコクレン
は登場しない。 

 
IV おわりに 

 
ドミニカで生じた黒人反乱は、植民地現地・軍法会議・本国議会・本国社会それぞれの場に
波及していった。コクレンは、それぞれの場で多様な立場に立たされることとなった。植民地
現地にとっては、植民地社会を混乱させた総督であり、恐怖の的であった西インド連隊を率い
る大佐であった。本国議会では、総督任期中に問題を起こした人物として、積極的に助けるこ
とができる相手ではないと見なされ、急進派の新聞では、「腐敗」した政治の被害者として描
かれた。 
ダンダスやヨーク公の立場では、黒人兵の反乱の責任をコクレンひとりに押し付けることで、
本国と西インド植民地のあいだの決定的な亀裂を回避したともいえよう。1790 年代のイギリス
領西インド植民地に住む白人プランターたちは、外ではハイチ革命の影響を、内では黒人兵の
反乱を恐れていた。本国にとっては帝国防衛が重要な課題であったが、現地のひとびとにとっ
ては、社会秩序の維持も重要な課題であった。 
ダンダスは、本国の政策を植民地に押し付けるのではなく、各地から提出される新しい提案
の多くのバランスをとって、政策を決定していたといえる。ダンダス自身がいうように、漸進
的奴隷貿易廃止においても、黒人兵の登用問題においても、彼は 1790 年代の本国・西インド植
民地関係のバランサーとして機能した。ダンダスが影響力を失う 1806 年以降、奴隷貿易廃止が
急速に実現に向かう。本国と西インド植民地の対立は、そののちに本格化すると理解すべきで
あろう。 
本国・植民地の対立という観点から見れば、コクレンの辞任により、ドミニカ議会の要求は、
一時的に満たされた。しかし、植民地の反発にもかかわらず、その後も西インド連隊は維持さ
れている。植民地が抱える恐怖は、根本的には解決されなかったといえよう。一方、腐敗した
政府を批判する視点で一連の事件を捉えた本国の議会外の言論は、結果的に、本国での「腐敗」
批判と、植民地現地の要求が、ヨーク公批判という点で重なったことを意味する。本国の政治
運動と植民地現地からの要求は、かけ離れたものであった。ダンダスをはじめ、1790 – 1800年
代の植民地政策にかかわった政治家たちは、両極端の立場のあいだで、バランスを取ることが
必要であった。漸進的な奴隷貿易廃止をめぐる状況においても、黒人兵登用をめぐる状況にお
いても、その構図が見て取れるのではなかろうか。 
 
付記 本研究は JSPS特別研究員奨励費 JP 20J11457の助成を受けたものである。 
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